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業務改善助成金の受付を開始しました
～助成上限額を引き上げ、制度を拡充しました～
　この助成金(※)は、賃金と業務の改善を国が支援し、従業員の賃金引上げを図るための制度です。
　労働局では、助成金を活用し、業務を効率化することで賃金の引き上げがされるよう、中小企業への利用を呼び掛けています。
　※正式名称は「中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金(業務改善助成金)」です。
	１　制度の概要
　徳島県内の中小企業事業主が、次の事項を実施した場合に、業務改善に要した費用の一部を助成する制度です。
（１）事業場内で最も低い賃金(800円未満)を時間給または時間換算額で４０円以上引き上げる賃金引上げ計画を策定し、引き上げを実施すること。
（２）労働能率の増進に資する設備・機器の導入等の業務改善計画を作成し、実施すること。
２　助成金の利用例
　助成金を受けた事業主の方からは、「助成を受けてよかった」との反響があります。賃金引上げ、省力化投資を考えている場合には、一度ご相談ください。

●小売業において事業場内最低賃金を４０円引上げ、見積・受注・出荷等を一元的に管理できる販売管理システムを導入し、会計事務処理の効率化を図った事例

●建設業において事業場内最低賃金を４０円引上げ、積算ソフトを購入し、工事積算業務の省力化を図った事例
３　支給要件の見直し
　支給の上限額が１５０万円に拡大されています。




　　【参考】助成金の交付状況
	年度
	平成２４年度
	２５年度
	２６年度

	交付決定件数
	１０件
	１４件
	１５件

	交付決定額
	7,944,000円
	10,995,000円
	14,666,000円


１　制度の概要

　「中小企業最低賃金引上げ支援対策費補助金（業務改善助成金）」（以下「助成金」という。）は、４４道府県に事業場を置く中小企業・小規模事業主であって、事業場内で使用する労働者の中で最も低い時間給（時間換算額、800円未満）を所定労働時間を短縮させずに４０円以上引き上げる計画を策定し、計画に沿った引上げを実施するとともに、労働能率の増進となる設備・器具の導入（以下「助成事業」という。）を実施するために要した経費の２分の１（常時使用する労働者の数が、企業全体で３０人以下の事業場にあっては４分の３）を助成する制度です。

２　交付条件

　（１）中小企業主であること。（下表１の①または②を満たすこと。）

　　　　表１

	業　　　種
	①資本金の額または
　出資の総額
	②常時使用する
　企業全体の労働者数

	一般産業（下記以外）
	３億円以下の法人
	３００人以下

	卸売業
	１億円以下の法人
	１００人以下

	サービス業
	５千万円以下の法人
	１００人以下

	小売業
	５千万円以下の法人
	５０人以下


　（２）事業場内最低賃金が時間給等で800円未満の労働者を使用していること。

　（３）次の①賃金引上げ計画、②業務改善計画（①、②を合わせて「事業実施計画」という。）を策定し、徳島労働局長に助成金交付申請書を提出し、交付決定を受けること。

①賃金引上げ計画

　事業場内最低賃金の時間給等を40円以上引き上げる計画
②業務改善計画

　労働能率の増進に寄与する設備・器具の導入費の合計が10万円以上となる改善計画

　（４）事業実施計画に基づき、次の措置を実施した事業主であること。

①事業場内最低賃金規程の作成

　賃金引上げ計画に基づき、就業規則などで、事業場内の最も低い賃金から時間給等で40円以上高い事業場内最低賃金を定めます。

②賃金引上げの実施

　上記①により定められた就業規則などに基づき賃金を引き上げます。
③業務改善の実施

　業務改善計画に基づき業務改善機器の購入などの経費を支出します。
　（５）不交付要件
　　　　下記、①～⑥の項目に該当しないこと。
①交付決定日の前後６月(または、交付決定日前６月から平成２８年３月３１日まで)の期間に、「解雇」、「退職勧奨」、「賃金の引下げ」を行った場合。
②同一年度に、同一の措置内容の補助金の交付を受けた場合。
③助成金の不支給措置が取られている場合。
④交付決定日の前後６月(または、交付決定日前６月から平成２８年３月　３１日まで)の期間に、労働関係法令の違反があった場合
⑤暴力団関係事業場であると認められた場合。
⑥税金等の未納がある場合。
⑦労働保険料の未納がある場合。
３　助成金の額など

　（１）助成対象経費
　謝金、旅費、借損料、会議費、雑役務費、印刷製本費、原材料費、機械装置等購入費、造作費及び委託費で、かつ、労働能率の増進に役立つ設備・器具の導入、研修等に関する費用です。助成対象経費は消費税も含めて１０万円以上であることが必要です。
（例）

	・労働能率の増進に寄与する設備・機器の導入

○在庫管理、仕入れ業務の効率改善のためのＰＯＳレジシステムの購入費用
○作業能率の向上を目指した工場、店舗の改装、機器などの購入費用

・労働能率の増進につながる研修

○新設備導入に必要な労働者への操作研修の費用


　（２）助成対象と認められない経費の例

◎自動車、パソコンの購入のための経費(周辺機器を含む)

◎単なる経費削減経費(ＬＥＤ電球への交換等)

◎職場環境を改善するための経費（例：エアコンの設置、執務室の拡大、机椅子の増設）
◎同一規模の同一業種において一般的に保有・使用されている機器の購入のための経費
◎通常の事業活動に伴う経費

　（３）対象となる期間

　業務改善に要した費用は、交付決定後に実施したものに限ります。例えば、業務改善計画の策定を経営コンサルタントなどに依頼した場合など交付決定前に実施したものは対象とはなりません。
　（４）対象となる事業場

　当該事業場の業務改善に要した費用のみを対象とし、同一企業であっても他の事業場の業務改善に要した費用は対象となりません。

　（５）助成額について

　助成対象経費の支出額に補助率を乗じて得た額と助成金額とを比較して少ない額が助成額になります。
　従来、助成上限額は１００万円でしたが、賃金の引き上げ額・人数に応じて、助成上限額が最大１５０万円に引き上げられています。(平成27年２月３日から改正されています。)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・①
　　　　　　　　　　　　　※常時使用する労働者の数が企業全体で30人以下の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・②
　　　①と②を比較し、少ない額が助成額となります。

表２　助成上限額
	賃金の引上げ額
	引上げ人数
	助成上限額

	６０円以上
	１０～１４人
	１３０万円

	
	１５～１９人
	１４０万円

	
	２０人以上
	１５０万円


４　申請から支給までの流れ

　申請から助成金の支払いまでの流れは表３のとおりになります。
　　表３
	①
	労働局
	
	②
	労働局
	③
	労働局
	④

	助成金
交付申請
	助成金
交付決定
	事業実施

計画の実行
	実績報告
	助成金
確定通知
	助成金
支払申請
	助成金振込
	賃金
状況報告


　申請先は、徳島労働局労働基準部賃金室となります。
　申請書などの様式については、厚生労働省ホームページまたは徳島労働局のホームページから入手可能です。徳島労働局ホームページ内で「業務改善助成金」と検索してください。

【参考１】

助成金の詳細に関するお問い合せは、「徳島県最低賃金総合相談支援センター」をご利用ください。（徳島労働局労働基準部賃金室でも業務改善助成金の相談を受け付けております。）
同センターは、国が相談等の事業を委託して設置しているもので、経営面・労働面の専門家が無料・秘密厳守で相談をお聞きしております。
また、同センターでは専門家を事業所へ無料で派遣しており、相談に行けない、時間に余裕がなくても相談に応じてくれるなど、アンケートに回答があった９割の利用者から「満足」との回答がありました。是非、お気軽にご利用・ご相談ください。
	◎名　　称：「徳島県最低賃金総合相談支援センター」
◎設置場所：徳島市南末広町５番８－８
　　　　　　徳島経済産業会館（ＫＩＺＵＮＡプラザ）２階

◎開 設 日：土・日・祝日を除く月１３日間

　　　　　（相談日は事前に確認してください）
◎相談時間：午前９時～午後５時
◎専用電話：フリーダイヤル　０１２０－９６７－９５１

　　　　　　または　０８８－６５４－７７７７


【参考２】
業務改善助成金の全国の利用例
	事業の種類
	業務改善の概要

	食料品製造業
（漬け物）
	漬け物加工場の一箇所しかなかった洗い場を増設し、作業効率を高めることにより、賃金の引き上げを行った。

	印刷業
	オンデマンド印刷機(*)を導入することで、印刷物が出力される際の反りの状態がなくなり、反り直しに要していた時間が短縮され、印刷速度が向上し、生産性の向上につながり、賃金引き上げを行った。(*版の必要がないレーザープリンター方式によるデジタル印刷機)

	小売業
	見積・受注・出荷等を一元的に管理できる販売管理システムを導入し、見積書等作成時間の効率化を図ることにより、賃金の引き上げを行った。

	
	昇降機の設置により、出荷における階上・階下の作業の効率化、作業時間の大幅短縮が図られたことにより、賃金の引き上げを行った。

	建設業
	積算ソフトを導入することで、工事積算業務の省力化を図り、賃金の引き上げを行った。

	サービス業
(クリーニング)
	ボイラーの操作及び管理のために頻繁にボイラー室との往復をしていたが、ガス布団乾燥機の導入によりその時間を要しなくなり、接客、受付及び処理業務の時間が増えるなど生産性を向上させ、賃金引き上げを行った。

	その他の
小売業
	顧客情報のデータ管理システムを導入することにより、ダイレクトメール・メールマガジン・ホームページの更新に必要な時間が短縮されたほか取引状況などが瞬時に分かり、発注業務等に要する時間が大幅に短縮され、労働能率の増進が図られたことにより、賃金引き上げを行った。

	介護施設
	介護施設の浴室の拡張や車椅子での入浴などのバリアフリー化を行い、作業負担の軽減、作業時間の短縮など労働効率を大幅にアップさせることにより、賃金の引き上げを行った。


※以下の経費は助成対象から除外されていますのでご注意ください。

　①単なる経費削減経費（(例)ＬＥＤ電球への交換等）、②職場環境を改善するための経費（(例)エアコン設置、執務室の拡大、机椅子の増設等）、③特殊用途自動車(８ナンバー)以外の自動車の購入経費、④パソコンの購入経費、⑤就業規則の作成・改正及び賃金制度の整備費用。⑥同一規模の同一業種において一般的に保有・使用している機器の購入経費。






厚生労働省　ひと、くらし、みらいのために


徳島労働局 労働基準部賃金室


Tokushima　Labour　Bureau
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助成対象経費


の支出額


(10万円以上)





※





×





・40円以上引き上げた場合：１００万円


または、


・10人以上、かつ、60円以上引き上げた場合：表２の助成上限額
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